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市報第７号 

   横浜市立高等学校授業料等徴収条例の一部改正について 

の専決処分報告 

 横浜市立高等学校授業料等徴収条例の一部改正については、特に

緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかで

あったので、地方自治法第 179 条第１項の規定を適用し、平成22年 

３月31日市長において次のように専決処分したので、同条第３項の

規定により報告する。 

承認願いたい。 

   平成22年６月11日提出 

                 横浜市長 林     文  子 

横浜市立高等学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

   平成22年３月31日 

                 横浜市長 林     文  子 

横浜市条例第19号 

   横浜市立高等学校授業料等徴収条例の一部を改正する条 

   例 

横浜市立高等学校授業料等徴収条例（昭和26年12月横浜市条例第

77号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

横浜市立高等学校の授業料等に関する条例 

第１条中「横浜市立高等学校」の次に「（以下「高等学校」とい

う。）」を加え、「の額及び徴収」を「に関し必要な事項」に改め

る。 
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第３条の見出しを「（徴収等）」に改め、同条第１項を次のよう

に改める。 

高等学校（別科を除く。以下この項において同じ。）について

は、授業料を徴収しない。ただし、授業料を徴収しないことが高

等学校における教育に要する経費に係る生徒間の負担の公平の観

点から相当でないと認められる特別の事由がある場合は、この限

りでない。 

第３条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次

に次の１項を加える。 

２ 前項ただし書の規定により授業料を徴収する場合及び別科につ

いて授業料を徴収する場合は、毎月分割して徴収する。  

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の横浜市立高等学校の授業料等に関する

条例第３条の規定は、平成22年度以後の年度分の授業料について

適用し、平成21年度分までの授業料については、なお従前の例に

よる。 
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参  考  

横 浜 市 立 高 等 学 校 授 業 料 等 徴 収 条 例 の 一 部 改 正 要 綱 

 公 立 高 等 学 校 に 係 る 授 業 料 の 不 徴 収 及 び 高 等 学 校 等 就 学 支 援 金 の

支 給 に 関 す る 法 律 の 制 定 に 伴 い 、 横 浜 市 立 高 等 学 校 授 業 料 等 徴 収 条

例 の 一 部 を 改 正 し た が 、 そ の 改 正 点 は 、 次 の と お り で あ る 。 

１  横 浜 市 立 高 等 学 校 （ 別 科 を 除 く 。 以 下 同 じ 。） に つ い て は 、 授

業 料 を 徴 収 し な い こ と が 横 浜 市 立 高 等 学 校 に お け る 教 育 に 要 す る

経 費 に 係 る 生 徒 間 の 負 担 の 公 平 の 観 点 か ら 相 当 で な い と 認 め ら れ

る 特 別 の 事 由 が あ る 場 合 を 除 き 、 授 業 料 を 徴 収 し な い こ と と す る

こ と （ 第 ３ 条 第 １ 項 ）。  

２  そ の 他 条 文 の 整 備 を 行 う こ と （ 題 名 、 第 １ 条 、 第 ３ 条 第 ２ 項 ）

。 

 

横 浜 市 立 高 等 学 校 授 業 料 等 徴 収 条 例 （ 抜 粋 ）  

                     上 段  改 正 後     
                    (下 段  改 正 前)   

横 浜 市 立 高 等 学 校 の 授 業 料 等 に 関 す る 条 例 
横 浜 市 立 高 等 学 校 授 業 料 等 徴 収 条 例 

 （ 目 的 ） 

            （ 以 下 「 高 等 学 校 」 と い う 。）  
第 １ 条  横 浜 市 立 高 等 学 校               の 授 業 料 
 

                           に 関 
、 入 学 金 及 び 入 学 選 考 手 数 料 （ 以 下 「 授 業 料 等 」 と い う 。）  
                           の 額 

し 必 要 な 事 項 
に つ い て は 、 こ の 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ る 。 

 及 び 徴 収 

 （ 徴 収 等 ） 
 （ 徴 収 ） 

  高 等 学 校 （ 別 科 を 除 く 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） に つ 
第 ３ 条  

授 業 料 は 、 毎 月 分 割 徴 収 す る 。 

い て は 、 授 業 料 を 徴 収 し な い 。 た だ し 、 授 業 料 を 徴 収 し な い こ と 
 

 が 高 等 学 校 に お け る 教 育 に 要 す る 経 費 に 係 る 生 徒 間 の 負 担 の 公 平 
 

の 観 点 か ら 相 当 で な い と 認 め ら れ る 特 別 の 事 由 が あ る 場 合 は 、 こ 
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の 限 り で な い 。 
 

２  前 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 授 業 料 を 徴 収 す る 場 合 及 び 別 科 に つ 
 

い て 授 業 料 を 徴 収 す る 場 合 は 、 毎 月 分 割 し て 徴 収 す る 。 
 

３ 
（ 本 文 省 略 ） 

２ 

４ 
（ 本 文 省 略 ） 

３ 

 

   地 方 自 治 法 （ 抜 粋 ） 

第 179 条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 が 成 立 し な い と き 、 第 113 条 た

だ し 書 の 場 合 に お い て な お 会 議 を 開 く こ と が で き な い と き 、 普 通

地 方 公 共 団 体 の 長 に お い て 議 会 の 議 決 す べ き 事 件 に つ い て 特 に 緊

急 を 要 す る た め 議 会 を 招 集 す る 時 間 的 余 裕 が な い こ と が 明 ら か で

あ る と 認 め る と き 、 又 は 議 会 に お い て 議 決 す べ き 事 件 を 議 決 し な

い と き は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 そ の 議 決 す べ き 事 件 を

処 分 す る こ と が で き る 。  

議 会 の 決 定 す べ き 事 件 に 関 し て は 、 前 項 の 例 に よ る 。  

前 ２ 項 の 規 定 に よ る 処 置 に つ い て は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 

、 次 の 会 議 に お い て こ れ を 議 会 に 報 告 し 、 そ の 承 認 を 求 め な け れ

ば な ら な い 。  

 

 


